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要 旨

情報が錯綜 してい るチ ェルノブイ リ原子力発電所事故 の健康 に対 す る影響 につい て1990年 か

ら現地 で医療調 査 に従事 して来 た経験 をも とに紹介す る.10年 目に明 らか に臨床的 に確認 され

た健康傷 害は134名 の急性放射線症(28名 が3カ 月以 内に死亡)と800名 の小児 甲状腺癌(3名

が死亡)だ けであ る.被 曝線量 に不 確的要素が多 いために放射線傷害 の調査 は続行中で あるが,

4～5年 で癌 の発症が100倍 以 上にな った ことは前代未聞 であ り,現地の癌の発生 を予 防するた

めに も一般的 な癌発生 の機 序の研 究 に も国際的 な協力体制 が望 まれ る.
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は じめに

チェルノブイリ原子力発電所の事故に関連して

数限りない話題が提供されてきた.文 明とエネル

ギー,原 子力発電の必要性など地球レベルの問題

に始 まり,原 子力発電所の安全性,効 率性,発 電

所の事故に対する対応,事 故による環境破壊そし

て事故による健康傷害 としても事故による放射線

障害,社 会心理的な健康障害,さ らに政治的,経

済的な変動のもたらす健康障害な どが挙 げられ

る.

一つの話題についても,正 確な情報 と不正確な

情報,政 治的,経 済的,心 理的な立場が入り乱れ,
一般の内科学会の会員のチェルノブイリ事故に関

する認識には大 きな差があるものと思われる.

本稿では,旧 ソ連邦が外国に情報を提供し始め

た1990年 から現在まで,チ ェルノブイリ事故によ

る健康障害の調査(healtheffect)に 従事して来

た内科医として,日 本の内科医が理解出来たこと

をまとめて述べることにする.

1.チ ェ ル ノ ブ イ リ 事 故10年 目 に 開 催 さ れ

た 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム の 報 告

1986年4月 の チ ェル ノ ブ イ リ原発 事 故 か ら10年

目 に あ た り,1995年11月 に は 世 界 保 健 機 関

(WHO),1996年3月 に ヨー ロ ッパ連 合(EU),そ

して4月 に国 際原 子 力機 関(IAEA)の 国 際 シン ポ

ジ ウム が相 次 い で 開催 され た.筆 者 は いず れ の シ

ン ポ ジウ ム に も出席 し,我 々 自身 の経 験 を発 表 す

る こ とが 出来 た が,特 にIAEAの シ ンポ ジ ウム で

は10年 目の ま とめ と して,正 確 な報 告 書1}を 作 製

した の で,そ の 中 の臨床 的 に観 察 され た影 響 を最

初 に紹介 す る.

急 性放 射 線 障害:事 故 当時,原 発 内外 で働 い て

いた 人達 の中 で,237名 が 急性 の 放射 線 被 曝 によ る

症 状 を示 した と考 え られ て病 院 に収 容 され た が,

その 中 の134名 が 急性 放 射 線 症(acuteradiation

syndrome,ARS)と 診 断 さ れ,こ の 中 の28名 が3

カ月 以 内 に死 亡 した.そ の後10年 間 に この 中 の14

名 が死 亡 して い るが,こ れ らは被 曝 と直 接 関連 し

た もの で は ない.

甲状 腺 への 影響:放 射 性 降下 物 の 影響 を受 けた

地 域,い わ ゆ る汚 染 地域 で1986年 に子 供 で あ った

ながたき しげのぶ,あ しざわ きよと:長 崎大学

第一内科
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図1-1.小 児 甲状腺 が ん患者 数(ウ クライ ナ)

pr-2.小 児 甲状 腺が ん患 者数(ベ ラルー シ)

図1-3.小 児 甲状 腺が ん患者 数(ロ シア共和 国 〉
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者の甲状腺癌が極めて有意に増加しているが,こ

れは今 までのところチェルノブイリ事故の結果と

して公衆の健康に与えた影響の唯一のものであ

る.小 児甲状腺癌の増加はベラルーシにおいて最

初に認められ,次 いでウクライナ,そ してロシア

共和国でも確認 された(図1).1995年 末 までに報

告された患者数(手 術を受け組織学的に確認され

ている)は,事 故当時15歳未満の小児で800名であ

る.病 理学的にはほとんど全て乳頭癌であるが,

発現時に甲状腺外の組織への浸瀾,リ ンパ筋転移,

さらに遠隔部位への転位を示している例が多い.

　長期的な健康影響:特 定の悪性腫瘍,白 血病な

どが増加したとの報告もあるが,こ れらについて

は更なる調査が必要である.

心理学的な結果:チ ェルノブイリ事故で影響を

受けた人々のあいだで重大な心理的な健康障害と

徴候,例 えば不安,抑 うつ,お よび精神的脅迫感

に起因する様々な心身症が存在する.し かし,こ

のような影響 を放射線による影響と,経 済的困窮

や ソ連 邦 の 解体 に よ る影 響 と区別 す るの は極 め て

困難 で あ る.

以 上IAEAの 報 告 に よ る と10年 目 まで に明 らか

に認 め られ た健 康 障 害 は,134名 の急 性 放 射 線 症

(うち28名 が 死亡)と800名 の 小 児 甲状 腺 癌(う ち

3名 が 死亡)と い う こ とにな る.し か も,甲 状 腺

癌 の 増 加 は正 確 な疫 学 的 調 査 に よ る もの で は な

く,毎 年手 術 され る小 児 甲状腺 癌 の患 者数 が 図1

の よ う に1990年 頃 か ら急 速 に増 加 して い る とい う

時 間的 な 因子 と,患 者 数 の増 加 が 汚 染地 域 を持 つ

3つ の 共和 国 に限 られ る とい う地 理 的 な 因子 の状

況 証 拠(chronological,　 geographica1なstrong

circumstantial evidence)に よ る もので あ る.

2,Sasakawa Chernobyl Project

1990年 ゴ ルバ チ ョフ大統 領 時 代 に,ソ 連 政府 の

依 頼 に応 え て笹 川記 念 保健 協 力 財 団 の資 金 に よ り

設 立 され た プ ロ ジェ ク トで,5年 間50億 円 の 予算

図2.チ ェル ノブイ リ周辺地 域 の地図
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で開 始 され た.こ の プ ロジ ェ ク トに は筆 者 も当初

か ら参 加 し,長 崎 の経 験2)か ら正 確 な 臨床 診 断,正

確 な被 曝 線 量,そ して 正確 な疫 学統 計 を 目指 して

調査 を開 始 した.

方法 と対 象:事 故 当 時10歳 以 下 の小 児 を対 象 と

して三 共 和 国(ロ シ ア,白ロ シア,ウ ク ライ ナ)

の5カ 所 に診 断 セ ン ター を設 置 し,各 セ ンタ ー を

中 心 と して周 辺 の小 児 の合 計10万 人 を調 査 す る こ

とを 目的 とした(図2).方 法 は1)ア ンケ ー ト(居

住 地 の変 更 を含 む),2)全 身 カ ウ ンタ ー に よる放

射 能 の測 定,3)土 壌 中 のCs-13?濃 度 測 定,4)血 算

一 式
,5)甲 状 腺 超 音波 断 層 撮影,6)甲 状腺 ホル

モ ン(fT,),甲 状 腺 刺 激 ホ ル モ ン;thyroid-

stimulatinghormone(TSH)お よび 甲状腺 自己

抗 体 の測 定,7)尿 中 ヨー ド測定,8)甲 状腺 の吸

引 生検 な どで あ り,測 定 結果 は5つ の セ ンタ ー と

も同 一 の シス テム で登 録 され た.

結 果:現 在 まで の5年 間 で予 定 以上 の15万 人 の

調 査 が 行 わ れ,そ の 中 の 間2万人 の 分 析 が 完 了 し

た3).血 液 疾 患 と して4名 の悪性 症 状 が発 見 され,

eosinophiliaが 多 く見 られ た.

著 明 な異 常 は甲状 腺 癌 で表1に 示 す よう に,ゴ

メ リ地 区 で は間9237名 中29名,10万 人 当 り202名 と

な り,日 本,英 国,米 国 で の頻 度(100万 人 の子 供

の中 か ら1年 間 に1名)に 比 べ る と,少 くと も100

倍 に増加 してい る こ とが 明 らか にな った.そ の他

の地域 も明 らか に頻 度 が 高 い.こ の 結 果 は,iah

人 以 上 に お よぶ子 供 の 同一 の企 画 に よ るス ク リー

ニ ング と して は他 に類 を見 な いの み な らず,チ ェ

ル ノブ イ リ事故 の調 査 で は唯 一 の ス ク リー ニ ング

の結 果 で あ る.

被 曝線 量 と して,そ れ ぞ れ の 子 供 の体 内 のCs-

137量,検 査 時 の 地域,事 故 当時 の地 域 の 土壌中 の

Cs-137を 使 用 した ところ,線 量相 関 は金 く認 め ら

れ なか っ た.こ の こ とは従来 多 くの報 告 が 高度 の

汚 染 地域 で多 数 の癌 が 発 生 して い る とい う こ と,

そ して汚 染 は土壌 中 のCs-137で 表 現 され て い る こ

とを考 え れば 重大 な調 査 結 果 で あ る.一 方,ヨ ー

ド不 足 が発 癌 の誘 因 の一 つ あ る とい う説 が 一般 的

で あ るが,最 も頻 度 の高 い ゴメ リ地 区が 必 ず し も

ヨー ド不 足 で はな い こ と,表 に は示 して い な いが,

び漫 性甲 状 踪 腫 は明 らか に ヨー ド不 足 と相 関 す る

こ とは同 じ く重 要 な調 査 結 果 で あ る.被 曝線 量 と

甲状 腺癌 の関 係 につ い て は後 述 す る.

表 三.チ ェル ノ ブイ リ周 辺地 区5セ ンター にお けるス ク リー ニ ングの ま とめ

日本内科学会雑誌 第86巻 第7号 ・平成9無7月10日 (110)



1219

3.甲 状 腺 癌 の 特 徴

ベ ラル ー シの手 術 に よっ て確 認 され た小 児 の 甲

状 腺 癌 につ い て の統計 に よる と,事 故 当時 の年 齢

分 布 は,0～4歳 が65%,5～8歳 が32C4%,

10～14歳 が2.6%と 圧 倒 的 に被 曝 時 の 年 齢 が 低 い

こ とが わ か る.

　 病 理 学 的 に は,ほ とん どが 乳 頭癌 で あ るが,遠

隔 転 移 は ベ ラ ル ー シ で4.5%,ウ ク ラ イ ナ で は

23.7%と 非 常 に 多 いが,こ れ は英 国,日 本 で の小

児 の 甲状 朦 癌 と比 較 す る と有 意 差 はな い.し か し,

病 理 学 的 に は充 実 性(Solid)な パ タ ー ン を示 す部

分 が有 意 に多 い とされ て い る.

チ ェル ノ ブ イ リ事 故 に よ る甲状 腺 癌 の 遺伝 子 解

析 は各 国 で競 っ て行 わ れ て い る.ret/PTC腫 瘍 遺

伝 子 が 多 く発 現 して い る とか,転 移 例 に特 に多 い

とす る報 告 が あ る が,L界 ・的 に確 認 され る に は

至 って い な い.今 後 の大 きな課題 で あ る.

4.甲 状 腺 癌 の 原 因

一般 に特 定 の疾 患が 放射 線 に起 因 す る と決 定 す

るた め に は,そ の疾 患 の頻 度 が被 曝 線量 と有 意 な

相 関 を示 す こ とが必 要 で あ る.原 爆 症 の場 合 に は,

各人 の 被 曝線 量 が 爆 心 地 か らの 距 離,遮 蔽 の程 度,

体 位 な どに よ り詳 細 に決定 され てい る.し た が っ

て,特 定 の疾 患 を正 確 に診 断す る こ とに よ って被

爆 との 相 関 を求 め る こ とが 出来 るの で あ る.

チ ェル ノ ブ イ リ事故 の場 合 は,こ の被 曝 線 量 の

測 定 が 困難 で あ る こ とが放 射線 の影 響 を決 定 す る

た めの 最大 の障 害 で あ る.換 言 す れ ば,放 射 線 に

起 因 す る疾 患 が存 在 して も証 明 す る こ とが 出 来 な

い とい う こと も有 り得 るの で あ る.情 報 が 外 国 に

公 開 され た時,短 半 減期 の放 射 性物 質 は すべ て測

定 不 可能 で あ り,汚 染 は半減 期 の長 いCs-137で 表

現 され た.図1の 汚 染 地 図 もCs-137に よ る もの で

あ る.現 在 直接 に測 定 した被 曝 線量 と して入手 可

能 な もの は1986年 の事故 後数 カ月 間 に測 定 され た

甲状腺1-131量 だ けで あ り,各 国 の調 査 団 が この集

団 を利 用 して被 曝 との相 関 を求 め よ う として い る

が,甲 状 腺F-131の 情 報 は必 ず しも入 手 で きる もの

で はな く,正 確 な結 果 は報 告 され て い ない.

被曝 線 量 の再 構 築(reconstruction)も 地域 の汚

染 度,食 事 の習 慣,牛 乳 な ど食 品 の制 限 な どの記

録 か ら計 算 され て い るが,大 きな誤 差 の あ る こ と

は当然 で あ る.

以上 の こ とを前 提 と して 甲状 腺 癌 の 原 因 を考 え

る と,疾 患 の診 断 は正 確 であ る と して も被 曝 線量

との相 関 を得 る こ とは非 常 に 困難 で あ る.先 ず,

CSC!37に つ いて は全 例 のCs-!37を 測 定 出来 た が,

有 意 の相 関 は認 め られ なか った.

しか し,チ ェル ノブ イ リ原発 か ら遠 く離 れ た地

域 で も,他 の癌 の増 加 は確 認 されず 甲状 腺 癌 だ け

が増 加 して い る ので あ るか ら,当 然 甲状 腺 の み に

摂 取 され る放 射 性 ヨー ドが 犯 人 と して 候 補 に な

り,事 故 直 後 に 測 定 され た1-131.に よ る 汚 染 地 図

(当時 軍 に よ って測 定 され た と い う地 図 が1994年

頃突 然 発 表 され た)と 甲状 腺癌 の発 生 に有 意 な時

期 が 認 め られた との報 告 もあ る.し か し,1-131犯

人 説 も重大 な弱 点 が あ る.そ れ は今 まで に医 学 的

な 必 要 姓 か ら1-131を 投 与 され た 患 者 は 世 界 で 数

表2.ヒ トにお ける放射性 ヨード か らの甲状腺 癌発症 危 険率
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表3.医 学的放射線照射 による甲状腺癌の発症

十 万 人 に な る と言 われ てい るの に,1-131に よ る発

癌 は全 く報 告 され て い ない か らで あ る,表2に 示

す よ う に,診 断 として比 較 的 少量 を授 与 され た場

合 も,治 療 と して大量 を使 用 した場 合 も癌 の 発生

は増 加 して い な い.勿 論,チ ェル ノブ イ リの小 児

甲状 腺 癌 の大 部 分 が4歳 以 下 の被 曝 で あ る こ と,

低 ヨー ド食 地 方 で あ る こ とな どか ら1-131原 因 説

を否 定 す る もので はな いが,現 状 で1-131と 決 定 す

るに は証 拠 が少 な い と普 わ ざる を得 な い.

一 方
,外 部 照 射 に よる発 癌 の可 能性 は原 爆 で も

証 明 され て お り,医 学 的 に も多 くの学者 が 発 癌 の

増加 を報 告 して い る(表3).全 体 と して被 曝 線 量

は非 常 に少 な く0.1GY(IOrad:)以 下 で も小 児 の 場

合著 明 に 甲状 腺 癌 の増 加 がPめ られ る.放 射 性 降

下物 に よ る外部 被 曝 の影 響 も無視 で きな い.

も う一 つの犯 人 は短半 減 期 の放 射 性 ヨー ドで あ

り,こ ち らの 方 は外部 照 射 と同 じ く発 癌 に影 響 が

強 い可 能 性 が 多 い、 短半 減 期 の放 射 性 ヨー ドの 可

能性 は 甲状 腺癌 が 原発 か ら何 百 キ ロ も離 れ た場 所

で発 見 され る こ とか ら,否 定 的 な立 場 を取 る学 者

が 多 か った.し か しな が ら,前 述 のIAEAの 発 表 で

1-131が1.8×10'BBq放 出 され た の に対 し,同 じ量

(1.2×1018B9)のTe-132が 放 出 され た こ とが明 ら

か に な った.Te-132の 半減 期 は78時 間 で あ り原 発

か ら離 れ た と ころ まで 降下 す る7能 性 が あ り,そ

のTe-132か らは常 に 短 半 減 期 の1-132が 生 成 され

る の で あ る,事 実,ベ ラル ー シ の モギ リ ョフ(チ ェ

ル ノ ブイ リか ら300km離 れ た都 市)か ら5月1

日に帰 国 した 日本 人 旅行 者 の衣 服 か ら,1-13間 と同 じ

位 の 量 のTe-132が 測 定 され た との 報 告4)が あ り,

甲状 腺 の被 曝線 量 は1-131とIC132が 同程 度 で あ っ

た こ とが示 され て い る.現 在,短 半 減 期 の 放射 性

物 質 の報 告 が 皆無 の中 で,こ の報 告 は大 変 に貴 重

で あ り,短 半 減 期 の放 射 性 ヨー ドが犯 人 で あ る可

能 性 も強 く示 唆 す る もので あ る.し か しなが ら,

短 半 減期 放 射 性 物 質 の汚 染 の記 録 が な い状 態 で は

犯 人 と確 定 す る こ とは 出来 ない.

5.今 後 の 焦 点:発 癌 の 機 序

甲状腺 癌 の原 因 につ い て詳 述 した の は次 の 理 由

に よ る.す なわ ち,4～5年 間 にあ る地 域 で 癌 が

100倍 も増 加 した とい う こ とは前 代 未 聞 の こ とで

あ る.そ して,癌 にな っ た小 児,癌 に な る可 能性

の あ る小 児 が その 地域 に は多 数 存 在 して い るの で

あ る.こ の よう な癌 の存 在 は発 癌 の機 序,癌 の促

進 困 子 の 解明 に は未 だ か つ て経 験 した こ との な い

機 会 で あ る こ とは問 違 い な い.

した が っ て,甲 状腺 癌 の増 加 が確 認 された 頃 か

ら,欧 州 各 国,ま た 最近 は米 国 も数大 学 が チー ム

を組 ん で膨 大 な予 算 を持 っ て 甲状 腺癌 の調 査 に乗

表4-1.今 後 の課題(1)

1.原 函 の追 求

Al線.P

-線 量再構 築

-生 物学 的線 量測 定

-短 半減期 ヨー ド-131,ヨ ー ド132,

テル ル-132,外 部 照射

B:疫 学的手 法

-ヨー ド-131,そ の他 短半 減期 放射性 同位元

素 の可能性

-ス ク リー ニ ング

-発癌 を促 進 する因 子

Cohort, Case-control studies,事 故 後 に生

まれた小 児

C:甲 状腺 癌 患者 の情報 登録

a .放 射 線被 曝歴

b.臨 床像

c.病 理診 断

d.血 液,組 織標 本 の保存

D:分 子 生物 学的方 法
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表4-2.今 後 の課 題(2)

2,小 児 甲状腺 癌 の治療

-手術,ヨ ー ド-131治 療

-補充 療法-T4.Vit D,Ca

3.甲 状腺 癌発 症 の予防

 A:ヨ ー ドの補 充

 B:ハ イ リス ク集 団(事 故 当時3歳 以下 の小 児の

ス ク リーニ ング)

表4-3.国 際 協力(情 報 公 開 と協 力)

1:重 複 プロ トコール を避 ける

2:質 の 向上

CIS諸 国(ベ ラル ー シ,ウ クラ イナ,ロ シア)

WHO,EC

USA,FREINCE,GERMANY,ITALY,U.K.

日本

その 他

り出して来た.内 科学会の各位がこの重大な機会

に対して十分な認識 を持ち,日 本 としても調査研

究を強力に進められるようご協力を心からお願い

する次第である.

6.今 後 の課題

WHOそ の他の会議で筆者が使用 した今後の課

題を表4に まとめた.こ の中で現在の大きな問題

は世界各蟹が独自に強力に調査研究を行っている

ことである。極端な言い方をすれば,一 人の小児

甲状 腺 癌 の 組織 を網 か く分 けて そ の一 片 宛 を フ ラ

ンス,ド イ ツ,イ タ リア,ア メ リカ な どが入 手 し,

患 者 の病 歴,臨 床 像,病 理 像 が不 明 な ま まチ ェル

ノ ブイ リの 甲状 腺 癌 として遺 伝 子解 析 を行 っ て い

る こ とで あ る.同 じ患 者 か らの組 織 をお 互 い に知

らず に分 析 し,結 果 を発表 す る よ うな こ と もあ る

よ うで あ る.

今 後 は世 界 共 通 の重 要 な課 題 と して,ロ シア,

ベ ラル ー シ,ウ ク ラ イナ3共 和 国 と と もに 国 際的

な共 同研 究 の体 制 を組 む こ とが 必 要 で あ り,そ の

中で 日本 が 唯 一 の被 爆 国 と して の経 験 を生 か し,

指 導 的 な 立 場 を取 れ る こ とを切 に 望 む もの で あ

る.
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